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? L最 近 の 動 き/CurrentToplcs
◎研究会等/ResearchMeetirt9
011月5日に技術予測委員会を開催 し、第1回ア ンケー ト調査結果 の検討 と、第2回
目ア ンケー ト調査 の実施方針の検討 を行 った。これにより、第2回目ア ンケー トで
は、質問項 目の一部 を変更 して実施す ることにな った。
011月6日に第2回国際コ ンファレンス・プ◎グラム企画委員会が開催 され、発表者
・セ ッション分けにつ いて検討 された。
011月15日に地域 における科学技術振興 に関す る調査研究会(第1回)を開催 した。
この会合では、地域科学技術政策 の概念的枠組みや地域科学技術政策の検討 に当
た って必要な調査事項 について議論 した。
◎ 講 演 会等/LecturesatNISTEP
11/7(木)「最近 の宇宙生成論の動向につ いて」
佐藤勝彦(東京大学理学部物理学科教授)
,◎主 要 来 訪 者/ForeignVisitorstoMSTEP
11/5(火)Park,Chang-Seon(韓国 機 械 研 究 所 政 策 研 究 室 長)
/12(火)Dr.HerbertI.Fusfeld(米国 レ ン ス ラ 一ー・一"ポ リテ ク ニ ッ ク研 究 所 教 授 兼 科
学 技 術 政 策 セ ン タ ー 諮 問 委 員 会 会 長)
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2.研究 ノ ー ト/ResearchNote
技術革新における共同研究の役割:超伝導の事例
第1研究 グループ ジェラル ド・バ ネ
本研究 は高温超伝導 と低温超伝導双方 において、技術革新 を支援す るための政
府の政策 の役割 と、研究開発 プロジェク トへの共同研二究の役割 にっ いて考察 した
ものである。これ らの プロジェク トがどのよ うに発案され、組織化 され、実 行され
たか、そ してその活動 が技術や産業界 にどのよ うな影響を与 えたかを見 るため、歴
史を調 べ、産業 の分析を し、事例研究を した。
この研究 レポー トは7つ の部分 に分け られ る。最初 は技術、その応用 と応用の可
能性、そ して開発 に際 しての問題点 をまとめた短 い前文で ある。次に1986年までの
日本 にお ける超伝導産業の歴史にっ いて述べてい る。2番目の部分 は超伝導 の研
究 にお ける初期の政府 の政策 とコンソー シアについて、そ して主要 な研究所 と技
術 の発展 につ いて説明 して いる。次の部分では高温超伝導 の発見時 の産業の状態
と企業 の相互関係 について概観 し、第4の 部分 ではその発見 に対す る産業界 と政
府 の反応 の タイ ミングと程度にっ いて考察 して いる。そ して その後、高温超伝導の
共同研究開発 の事例分析 に移 る。ここで取 り上 げたのは国際超電導産業技術 セ ン
ター(ISTEC)と マルチコアプmジ ェク トの2っ のケースであ る。6番目の
部分は低温超伝導の研究開発か らの事例分析であ る。これ らの事例 は、よ り冷静な
環境の中での組織化や産業に与 える影響 を考察す るのに役立つ。そ して最後 に、技
術革新 を促進す るたあに共同研究が果たす役割 をよ り広 く考察す るため、超伝導
にお ける共同研究開発 を一般的 に述べた。
ここではこれ らを詳 しく見てい く余裕が ないので、7番目の部分 にある、私がN







超伝導 における一般的な共 同研究開発 につ いて見た時、3つの論点が ある。第1
に経営の多角化 に対する共同研究 の役割 、第2に 共同研究 にお ける産業構造 の役
割、そ して第3に 大学の役割 である。多角化 に対す る役割 と形式 につ いては、特許
を出願 してい る上位100の企業 の共同出願状況を調べた。共同出願率が最 も高 い公
的機関 を除いて、民間 レベルでの共同研究 を してい る上位 の企業 は多角経営を し
て いる企業で あることが分か った。上位14企業の内13社は超伝導産業 に新規 に参
入 した企業 であった。続 く36社の中に も、古参の企業が多いが、共同研究の増加 が
見 られた。共同特許 出願率 は、高温超伝導 の発見後に増加(30%から98%の範囲)
している。
共同研究の形式 についてであるが、以前 か らあ る低温、金属超伝導技術 と高温 、
酸 化物超伝導技 術 とでは、共同研究 のパー トナーの選 び方がはっき り異 なってい
る。表1が 示 すよ うに、金属超伝導の開発 においては、企業は他の企業や政府 の組



















さらに、超伝導産業 に新規参入 した企業 だけを見てみると、共同研究 の形式 ごと
の多角化 の程度が分か る。この結果 は表2に まとめられている。数字は多角化企業
の割合を示 し、ゼ ロは多角化企業が全 く見 られないことを示 し、1.00はすべての
企業が経営 の多角化によ り超伝導産業に参入 して きた ことを示 す。
表2共 同研究の形式別多角経営の割合
超伝導全体 酸化物超伝導
一 一 十 一 一 一 一 一 一 一 ー ー 一 一 ー 一 一 一 一 一 一 一 一 ー 一 一
企業+大学 0.61 0.72
企業+政府 0.18 1.00
企業+企 業 0.23 O.66
産業構造の問題 で重要なのは産業 グループの影響である。ここで3つ の疑問が
生 じる。1)系列 に入 ることで、その グループ以外 との共同研究の必要 はな くな る
のか?2)系 列間で 目立 った共 同研究が行われているか?3)主 な開発企業
とユーザーでは共 同研究の方法 は似ているのか?答 はすべてNOで ある。
KeiretsuPresenceFactor(KPF)を見 ると、系 列 に加 入 して い る ことが共 同研
究 の代 用 とは な らな い ことが分 か る。表3は 共 同 研究 の3つ の形 式 と も系列 企 業








企業同士 の共 同研究では77%が系列内部での共同研究で、古参の企業では特 に
この割合が高 い。残 りはどの系列 に も入 っていない企業 との研究がほ とん どであ
る。特許 出願 においては実際、系列 間での共同研究 は全 くない。
開発者 とユーザーの違いにつ いて見 ると、開発者側では高温酸化物超伝導 にお
いて共同研究が増加 して いるのに対 し、ユーザーは低温金属超伝導の共同研究 に
力を入れている。
最後に大学 の与え る影響につ いて見 る。図1は 高温超伝導の発見 に伴 う共 同研
究開発 プロジェク トの増加を示 す文部省のデータである。この文部省 のデータも
私が集めたデー タも共 に、共同研究が幅広 いセクタにわたってな され、多角化 を促
進 して いることを示 している。私の研究 データに表れた共同研究 にっ いて は図2
に示す。超伝導産業 における古参 の主な企業の共同研究 につ いて分析 すると、大学
が高温超伝導共同研究において大 きな役割 を果 た していることがわか る。これ ら








































































◎ 海 外 出張 報 告
○ 第1研 究 グル ー プ 馬場 靖 憲
"フレ
ッチ ャー・ス クー ル,環太 平洋 地 域 にお け る技 術軌 道 に関 す る国 際 セ ミナ ー"
1991年10月4-6日、米 国 ボ ス トン
同 セ ミナ ー は標 記 テ ー マに関 し、理 論 ・実 証 ・政 策提 言 の 諸点 か ら幅 広 くア プ ロ
ー チ した もので あ る。グ ローバ リズ ム と地 域 主 義 の併 存 の 中 で進 展 しつ っ あ る技
術 変 化 を ど の よ うに把 握 す るか とい う理 論 武装 の後 、環 太平 洋 諸 国 の 科学 技 術 パ
フ ォー マ ンスが具 体 的 科学 技 術 指標 と と もに紹 介 され た。政 策 形 成 との 関係 で注
目 され た トピ ックス と して は、(i)同地 域 の技 術 普 及 にお け る コ ーデ ィネ タ 一役 を
期 待 されて い る 日系 進 出企 業 の技術 普 及 パ フ ォー マ ンス評 価、また 、(の科 学 技 術
人材 の各 国 にお け る育成 策 と、環 太平 洋 地 域 と しての 人材 育 成 協力 政 策 形 成 の 可
能 性 等 が あ った。同 セ ミナー参 加 者 のMSTEP訪問 を手始 め に、セ ミナ ーの成 果 を積
極 的 に活 用 して い きた い。
○ 第4調 査 研 究 グル ー プ 坂 本 保
マ レー シア国 クア ラル ンプ ール市 にお い て10月29Hから4H間 開 催 され た「省 エ
ネ ル ギ ー・燃焼 改 善 と地球 環 境 保 全 に関 す る ワー ク・シ ョップ」に参 加 しま した の
で 報告 しま す。
本 ワー ク・シ ョップは マ レー シ ア国 科学 技 術 環 境省 、国連(UNIDO)、通 産 省 及 び籔








等 につ いて 発 表 が行 わ れ 、科学 技 術 政 策研 究 所 の調 査 研 究 と して発 表 した上 記 ④
に っ いて は 、SOx,NOx,CO2の排 出 係数 設 定 にっ い て大 学研 究 者 等参 加 者 の興 味 が示
され た。マ レー シア国 に お いて は、現 在 、急 速 な経 済成 長 に伴 うエ ネ ルギ ー消 費 量
の急 増 に直 面 して お り、これ に対 応 した環 境 対 策 に お け る親 しい理 論 、技 術 を 得 よ
う とす る意 識 が極 め て高 い こ とが 印 象的 で あ った。
○第4調 査 研 究 グ ル ー プ 加 藤信 夫
石 炭 ・環 境 ・開発 一温 室 効果 ガ ス排 出削 減技 術 一に関 す るIEA/OECD国際 会 議 に 出
席 して
去 る11月18日か ら21日ま でfa-一・ス トラ リア・シ5"ニ一一で表 題 に示 す 会議 が開 催
され た。本 会 議 は、石 炭 と温室 効 果 ガス問題 に つ いて ア ジア太 平洋 地 域 の 詳 細 な分
析 に焦 点 を お き世 界 的 な フ レー ム ワー クの な か で地球 環 境 保 全 に関 す る検 討 を行
う もの で あ った。参加 国 は、ア ジア14ケ国 、それ 以外11ケ国 の合 計25ケ国 で、4日間
の会 議 の う ち2旧聞 は4っ の ワー ク シ ョ ップに分 か れ て研 究発 表 と討 議 が な さ れ た。
本 研 究 所 か らは「ア ジアの エ ネル ギ ー消 費構 造 と地 球 環境 影 響 物 質(SOx,NOx,CO2)排
出量 の 動 態 に っ いて 」を発 表 した。会 議 の結 果 は、環 境 負荷 を軽 減 す るた め の エ ネ ル
ギ ー効 率 の 向上 と技 術 開発 ・技 術 移転 に集 約 され る。会議 は、全 体 と して英 語 圏 で あ
る米 国,英 国 、っつ いて 開発 途 上 国 を代 表 す るか た ちで イ ン ドか らの発言 が多 い のが
印象 的 で あ った。
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